東御市飲食事業者等緊急支援金　Ｑ＆Ａ
１　飲食事業者等緊急支援支援金について

　問１－１　飲食事業者等緊急支援金とは
　　（答）　新型コロナウイルス感染拡大による「会食の自粛」や、近隣での「営業自粛」などの影響を受け、売上げ減少とともに不動産賃借料や設備・機器等賃借料などの固定経費が大きな負担となっている飲食事業者等の経営維持及び事業継続を支援するものです。

　問１－２　どのような手続きを行えばよいか

　　（答）　東御市のホームページから申請書等をダウンロードし、必要事項を記載し、必要な書類を添えて東御市産業経済部商工観光課に郵送にてご提出ください。申請書等の印刷が難しい場合は、市役所本庁舎、東御市商工会などで申請書等をお配りしています。

　　　　＜郵送先＞389-0592（事業所の個別郵便番号）

　　　　　　　　　東御市県２８１番地２　東御市商工観光課　商工労政係

問１－３　申請期限は
（答）　令和３年２月26日（金）消印の申請まで受け付けます。

問１－４　いつごろ受け取れるのか
（答）　申請書等提出書類に不備がなければ、概ね２週間程度で支払いとなります。

２　交付対象者について

　問２－１　飲食店等事業者の場合の交付対象者の要件は
　　（答）　次の全てに該当する事業者が交付対象者になります。

(1) 食品衛生法に基づく「飲食店営業」又は「喫茶店営業」の許可を受け、令和３年１月27日時点で市内の店舗等において営業し、かつ、支援金受給後も営業を継続する意思がある方（大企業を除く）

(2) 常時、店舗内で不特定多数の客に飲食させる営業その他の市長が認める営業形態である方

(3) 県が実施する「新型コロナ対策推進宣言の店」として宣言をしている方

(4) 令和２年１月31日以前の市税に滞納がない方

(5) 暴力団関係者でない方　など

	営業許可の種目などによる例示

	対　象
	・　一般食堂、レストラン、スナック、バー、すし屋、そば屋及び喫茶店

・　市観光協会又は市商工会加盟の旅館

※　いずれも常時、店舗内で不特定多数の客に飲食させる営業形態のものに限ります。

	対象外
	・　仕出し屋、弁当屋、そうざい屋、自動販売機など

・　スーパー、コンビニエンスストア、デリバリー又はテイクアウト専門店、公の施設など

・　社員食堂、福祉施設食堂などの施設を利用する特定の者を対象として飲食させる営業形態のものなど


問２－３　タクシー・運転代行事業者の場合の交付対象者の要件は
（答）　道路運送法第３条第１号ハの一般乗用旅客自動車運送事業を営む者（タクシー事業者。ただし、福祉輸送事業限定を除く）及び自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第４条に基づき長野県公安委員会の認定を受けている方が交付対象者になります。

問２－４　県が実施している「新型コロナ対策推進宣言の店」とは
（答）　お店が自ら考えた新型コロナ感染対策を行っていることを宣言する事業です。詳細については県のホームページをご確認いただき、その手続き等については市商工会へご相談ください。
　　　　＜連絡先＞　東御市商工会　Tel:0268-75-5536
問２－５　新型コロナ感染症の影響で現在休業しているが対象となるか。
（答）　臨時に休業している場合は、営業を継続する意思があれば対象となります。
問２－６　個人事業主の場合、市外に住んでいても対象となるか
（答）　市内の店舗で事業を営んでいる方は、市外の方でも対象となります。

問２－７　東御市に住んでいて、店舗が市外の場合は対象となるか
（答）　市外の店舗で事業を営んでいる方は、対象外となります。

　問２－８　市内に複数の事業所がある場合は、事業所ごとに支援金は受け取れるのか
　　（答）　１事業者あたり30万円（１回限り）であり、事業所ごとではありません。
３　申請書類（添付書類）について
　問３－１　どのような書類を提出するのか

　　 （答）　次の書類を提出してください。

・「東御市飲食事業者等緊急支援金交付申請書及び実績報告書(請求書)

　　　　　　　・営業許可証（営業している業種に対応するものを提出してください）

　　　　　　　・市内で営業していることを証明する書類（店舗外景写真など）

　　　　　　　・振込先口座の通帳又はキャッシュカードのコピー
４　その他
　問４－１　支援金を返還しなければならない場合はあるのか
　　（答）　申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、東御市補助金等交付規則（平成16年東御市規則第37号）の規定に基づき、返還を求める場合があります。

　問４－２　市税に滞納が有る場合などは、どのように判断するのか
　　（答）　原則として、令和２年１月31日までが納期限の市税等に滞納がある場合は、支給されませんが、分納誓約に基づいて確実に分納いただいている場合など、市長が認める場合は、支給される場合がありますので、詳細は下記までお問い合わせください。

　　　　　　なお、市税の納付状況や申請書に記載された内容などが正確に確認できない場合は、必要に応じて申請者の税務関係資料等の確認や、関係機関への問い合わせ、調査などをさせていただく場合があります。


【お問い合わせ先】　東御市産業経済部商工観光課商工労政係


電話番号０２６８－６４－５８９５








